
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 鳥取県 琴浦町

経常収支比率の分析
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類似団体平均

琴浦町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
「人件費」
退職者に伴う職員数の減や職員給与３％のカット等により、前年度より１．３ポイントの減となりました。

「物件費」
後期高齢者医療システム改修委託料、保育園運営費、地籍調査関係費等の増額により、前年度より１．６ポイ
ントの増となりました。

「扶助費」
児童手当等の増額により、前年度より０．７ポイントの増となりました。

「公債費」
前年度より総額で、３０，９８９千円の増となったが、特定財源が２３，７９７千円の増となったので実質的には０．
１ポイントの減となりました。

「補助費等」
前年度より、経常一般財源が３９，１７９千円増加し、０．６ポイントの増となりました。

「その他」
その他の主なものは、特別会計への繰出金で、経常一般財源では前年度より９０，７２１千円の減となったため
１．９ポイントの減となりました。


